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別 紙

新 旧 対 照 表

第１ 「租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）           （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。

改     正     後 改     正     前

措置法第３７条の１０（（株式等に係る譲渡所得等の課税の

特例））関係

（株式等に係る譲渡所得等の総収入金額の収入すべき時期）

37の10－１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

・・・・・。

⑵ ・・・・・

・・・・・。

⑶ ・・・・・

・・・・・。

⑷ ・・・・・

・・・・・。

⑸ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

⑹ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

ホ ・・・・・。

ヘ ・・・・・。

ト ・・・・・。

措置法第３７条の１０（（株式等に係る譲渡所得等の課税の

特例））関係

（株式等に係る譲渡所得等の総収入金額の収入すべき時期）

37の10－１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

・・・・・。

⑵ ・・・・・

・・・・・。

⑶ ・・・・・

・・・・・。

⑷ ・・・・・

・・・・・。

⑸ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

⑹ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

ホ ・・・・・。

ヘ ・・・・・。

ト ・・・・・。



―
 � ―

- 3 -

改     正     後 改     正     前

⑺ ・・・・・

イ 同項第１号に規定する公募株式等証券投資信託等の終了（公募株式等証券投資

信託等の信託の併合に係るものである場合を除く。）若しくは一部の解約又は同

項第２号に規定する株式等証券投資信託等の終了（株式等証券投資信託等の信託

の併合に係るものを除く。）若しくは一部の解約によるものについては、その終

了又は一部の解約の日による。

ロ 同項第１号に規定する公募株式等証券投資信託等の信託の併合又は同項第２号

に規定する株式等証券投資信託等の信託の併合に係るものについては、当該信託

の併合がその効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる日の前に金銭等

が交付される場合には、その交付の日による。

ハ ・・・・・。

⑻ ・・・・・

・・・・・。

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等―公募株式等証券投資信託等の信託の併合

の場合）

37の10－24の２ ・・・・・。

⑴ 措置法第37条の10第４項第１号に規定する公募株式等証券投資信託等（以下この項

において「公募株式等証券投資信託等」という。）の信託の併合に当たり、同項の規

定により、公募株式等証券投資信託等の受益権（以下この項において「旧受益権」と

いう。）についての譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額及び当該収入金額か

ら控除すべき取得価額は、次の算式によって計算した金額となる。

収入金額と

みなされる

金額

＝

公募株式等証券投資信託等の信託の併合により交付を受けた当該

信託の併合に係る新たな信託の受益権（以下この項において「新受

益権」という。）及びそれ以外の資産の価額の合計額

・・・・・

・・・・・。

⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における公募株式等証券投資信

託等の信託の併合により取得した新受益権の１口当たりの取得価額は、所得税法令

第112条第２項の規定により、次の算式によって計算した金額となる。

⑺ ・・・・・

イ 同項第１号に規定する公募株式等証券投資信託の終了（公募株式等証券投資信

託の信託の併合に係るものである場合を除く。）若しくは一部の解約又は同項第

２号に規定する株式等証券投資信託等の終了（株式等証券投資信託等の信託の併

合に係るものを除く。）若しくは一部の解約によるものについては、その終了又

は一部の解約の日による。

ロ 同項第１号に規定する公募株式等証券投資信託の信託の併合又は同項第２号に

規定する株式等証券投資信託等の信託の併合に係るものについては、当該信託の

併合がその効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる日の前に金銭等が

交付される場合には、その交付の日による。

ハ ・・・・・。

⑻ ・・・・・

・・・・・。

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等―公募株式等証券投資信託の信託の併合の

場合）

37の10－24の２ ・・・・・。

⑴ 措置法第37条の10第４項第１号に規定する公募株式等証券投資信託（以下この項に

おいて「公募株式等証券投資信託」という。）の信託の併合に当たり、同項の規定に

より、公募株式等証券投資信託の受益権（以下この項において「旧受益権」という。）

についての譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額及び当該収入金額から控除

すべき取得価額は、次の算式によって計算した金額となる。

収入金額と

みなされる

金額

＝

公募株式等証券投資信託の信託の併合により交付を受けた当該信

託の併合に係る新たな信託の受益権（以下この項において「新受益

権」という。）及びそれ以外の資産の価額の合計額

・・・・・

・・・・・。

⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における公募株式等証券投資信

託の信託の併合により取得した新受益権の１口当たりの取得価額は、所得税法令第

112条第２項の規定により、次の算式によって計算した金額となる。
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改     正     後 改     正     前

・・・・・

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等―株式等証券投資信託等の信託の併合の場

合）

37の10－24の３ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

収入金額とみな
される金額

＝

株式等証券投資信託等の信託の併合により交付を受けた当該信託の
併合に係る新たな信託の受益権（以下この項において「新受益権」
という。）及びそれ以外の資産の価額の合計額のうち当該株式等証券
投資信託等について信託されている金額に達するまでの金額

・・・・・

・・・・・。

⑵ ・・・・・。

・・・・・

（合計所得金額等の計算）

37の10－28 ・・・・・。

⑴ ・・・・・、所得税法令第11条第２項及び第11条の２第２項に規定する「総所得金

額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額」には、措置法令第25条の８第13項の規

定により、株式等に係る譲渡所得等の金額が含まれる。・・・・・。

⑵ ・・・・・。

措置法第３７条の１１の３（（特定口座内保管上場株式等の

譲渡等に係る所得計算等の特例））関係

（外国金融商品市場）

37の11の３－２ ・・・・・。

(注) ・・・・・、次の要件を満たしており投資家保護上問題がないと判断する外国の取

引所金融商品市場又は外国の店頭市場をいう（外国証券の取引に関する規則（昭

・・・・・

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等―株式等証券投資信託等の信託の併合の場

合）

37の10－24の３ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

収入金額とみな
される金額

＝

株式等証券投資信託等の信託の併合により交付を受けた当該信託の
併合に係る新たな信託の受益権（以下この項において「新受益権」と
いう。）及びそれ以外の資産の価額の合計額のうち当該株式等証券投
資信託等について信託された金額（所得税法第２条第１項第14号に規
定するオープン型の証券投資信託にあっては当該金額のうち同法第
９条第１項第11号（（非課税所得））に掲げる収益の分配に充てられるべ
き部分の金額を控除した金額）に達するまでの金額

・・・・・

・・・・・。

⑵ ・・・・・。

・・・・・

（合計所得金額等の計算）

37の10－28 ・・・・・。

⑴ ・・・・・、所得税法令第11条第２項及び第11条の２第２項に規定する「総所得金

額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額」には、措置法令第25条の８第12項の規

定により、株式等に係る譲渡所得等の金額が含まれる。・・・・・。

⑵ ・・・・・。

措置法第３７条の１１の３（（特定口座内保管上場株式等の

譲渡等に係る所得計算等の特例））関係

（外国金融商品市場）

37の11の３－２の１ ・・・・・。

(注) ・・・・・、次の要件を満たしており投資家保護上問題がないと判断する外国の取

引所金融商品市場又は外国の店頭市場をいう（外国証券の取引に関する規則（昭
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改     正     後 改     正     前

48.12.４）７①一、④）｡

① ・・・・・。

② ・・・・・。

③ ・・・・・。

④ ・・・・・。

⑤ ・・・・・。

措置法第３７条の１２の２（（上場株式等に係る譲渡損失の

損益通算及び繰越控除））関係

（更正の請求による更正により上場株式等に係る譲渡損失の金額があることとなった場合 ）

37の12の２－５ ・・・・・、新たに措置法第37条の12の２第７項に規定する上場株式等

に係る譲渡損失の金額があることとなった場合も含まれるものとする。

48.12.４）７①一、②）｡

① ・・・・・。

② ・・・・・。

③ ・・・・・。

④ ・・・・・。

⑤ ・・・・・。

措置法第３７条の１２の２（（上場株式等に係る譲渡損失の

損益通算及び繰越控除））関係

（更正の請求による更正により上場株式等に係る譲渡損失の金額があることとなった場合 ）

37の12の２－５ ・・・・・、新たに措置法第37条の12の２第２項に規定する上場株式等

に係る譲渡損失の金額（以下37の12の２－３までにおいて「上場株式等に係る譲渡損失

の金額」という。）があることとなった場合も含まれるものとする。
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新 旧 対 照 表

第２ 「所得税基本通達の制定について」（法令解釈通達）                                                   （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。

改     正     後 改     正     前

法第６４条（（資産の譲渡代金が回収不能となった場合等の所

得計算の特例））関係

（各種所得の金額の計算上なかったものとみなされる金額）

64－２の２ ・・・・・、第21条第８項（（短期譲渡所得の課税の特例））、第25条の８第14項（（株

式等に係る譲渡所得等の課税の特例））及び第26条の23第６項（（先物取引に係る雑所得等の金

額の計算等））の規定により読み替えられた令第180条第２項の規定により、次に掲げる金額の

うち最も低い金額となることに留意する。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・

⑶ ・・・・・

（譲渡所得に関する買換え等の規定との関係）

64－３の２ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内

にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の４（（特定普通財

産とその隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））若しくは・・・・・。

法第６４条（（資産の譲渡代金が回収不能となった場合等の所

得計算の特例））関係

（各種所得の金額の計算上なかったものとみなされる金額）

64－２の２ ・・・・・、第21条第８項（（短期譲渡所得の課税の特例））、第25条の８第13項（（株

式等に係る譲渡所得等の課税の特例））及び第26条の23第５項（（先物取引に係る雑所得等の金

額の計算等））の規定により読み替えられた令第180条第２項の規定により、次に掲げる金額の

うち最も低い金額となることに留意する。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・

⑶ ・・・・・

（譲渡所得に関する買換え等の規定との関係）

64－３の２ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内

にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の３（（承継業務の

事業計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の

９の４（（特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））若

しくは・・・・・。
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新 旧 対 照 表

第３ 「租税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）                                          （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。

改     正     後 改     正     前

措置法第３１条（（長期譲渡所得の課税の特例））・第３２条（（短

期譲渡所得の課税の特例））共通関係

（代替資産等の取得の日）

31・32共－５ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・ 、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にあ

る土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））又は第37条の９の４（（特定普通財

産とその隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））の規定の適用を受

けた買換資産等 これらの資産の実際の取得の日

措置法第３１条の３（（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡

所得の課税の特例））関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

31の３－１ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内

にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の４（（特定普通財

産とその隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））若しくは第37条の９

の５（（平成21年及び平成22年に土地等の先行取得をした場合の譲渡所得の課税の特例))

の規定の適用を受ける場合には、・・・・・。

(注)１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

措置法第３１条（（長期譲渡所得の課税の特例））・第３２条（（短

期譲渡所得の課税の特例））共通関係

（代替資産等の取得の日）

31・32共－５ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・ 、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にあ

る土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の３（（承継業務の

事業計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））又は第

37条の９の４（（特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税

の特例））の規定の適用を受けた買換資産等 これらの資産の実際の取得の日

措置法第３１条の３（（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡

所得の課税の特例））関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

31の３－１ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内

にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の３（（承継業務の

事業計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の

９の４（（特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））若

しくは第37条の９の５（（平成21年及び平成22年に土地等の先行取得をした場合の譲渡

所得の課税の特例））の規定の適用を受ける場合には、・・・・・。

(注)１ ・・・・・。

２ ・・・・・。
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改     正     後 改     正     前

（店舗兼住宅等の居住部分の判定）

31の３－７ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

当該家屋のうちその居

住の用に専ら供してい

る部分の床面積 Ａ

＋

当該家屋のうちその居住の用

と居住の用以外の用とに併用

されている部分の床面積

×
Ａ

Ａ＋
居住の用以外の用に専ら供

されている部分の床面積

⑵ ・・・・・。

当該土地等のうちその

居住の用に専ら供して

いる部分の面積

＋

当該土地等のうちその居住の

用と居住の用以外の用とに併

用されている部分の面積
×

当該家屋の床面積のうち⑴の算

式により計算した床面積

当該家屋の床面積

（注） ・・・・・。

措置法第３２条（（短期譲渡所得の課税の特例））関係

（課税繰延べの特例の適用を受ける場合の1,000㎡の面積基準の判定）

32－８ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にあ

る土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））又は第37条の９の５（（平成21年及び

平成22年に土地等の先行取得をした場合の譲渡所得の課税の特例））の規定の適用を受

ける場合には、・・・・・。

措置法第３４条の２（（特定住宅地造成事業等のために土地等

を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除））関係

（２以上の年に譲渡している場合の措置法第34条との適用関係）

34の２－19 措置法第34条の２第２項第１号、第６号から第11号までの規定に該当する買

取りが行われた場合において当該買取りが同法第34条第２項第１号に掲げる場合にも

該当する場合、同法第34条の２第２項第４号の規定に該当する買取りが行われた場合

において当該買取りが同法第34条第２項各号に掲げる場合にも該当する場合及び同法

第34条の２第２項第23号の規定に該当する買取りが行われた場合において当該買取り

（店舗兼住宅等の居住部分の判定）

31の３－７ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

当該家屋のうちその居

住の用に専ら供してい

る部分の床面積 Ａ

＋

当該家屋のうちその居住の用

と居住の用以外の用とに併用

されている部分の床面積 Ｂ

×
Ａ

Ａ＋
居住の用以外の用に供され

ている部分の床面積

⑵ ・・・・・。

当該土地等のうちその

居住の用に専ら供して

いる部分の面積

＋

当該土地等のうちその居住の

用と居住の用以外の用とに併

用されている部分の面積
×

当該家屋の面積のうち⑴の算式

により計算した面積

当該家屋の床面積

（注） ・・・・・。

措置法第３２条（（短期譲渡所得の課税の特例））関係

（課税繰延べの特例の適用を受ける場合の1,000㎡の面積基準の判定）

32－８ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にあ

る土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の３（（承継業務の事業

計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））又は第37条の

９の５（（平成21年及び平成22年に土地等の先行取得をした場合の譲渡所得の課税の特

例））の規定の適用を受ける場合には、・・・・・。

措置法第３４条の２（（特定住宅地造成事業等のために土地等

を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除））関係

（２以上の年に譲渡している場合の措置法第34条との適用関係）

34の２－19 措置法第34条の２第２項第１号、第７号から第11号の２までの規定に該当す

る買取りが行われた場合において当該買取りが同法第34条第２項第１号に掲げる場合

にも該当する場合、同法第34条の２第２項第４号若しくは第６号の規定に該当する買

取りが行われた場合において当該買取りが同法第34条第２項各号に掲げる場合にも該

当する場合及び同法第34条の２第２項第23号の規定に該当する買取りが行われた場合
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が同法第34条第２項第４号に掲げる場合にも該当する場合には、・・・・・。

措置法第３５条（（居住用財産の譲渡所得の特別控除））関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

35－１ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にあ

る土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の４（（特定普通財産と

その隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））若しくは・・・・・。

(注)１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

措置法第３５条の２（（特定の土地等の長期譲渡所得の特別控

除））関係

（「取得」の範囲）

35の２－１ 措置法第35条の２第１項の規定は、平成21年１月１日から平成22年12月31

日までの間（以下35の２－11までにおいて「取得期間」という。）に土地等（同項に規

定する土地等をいう。以下35の２－12までにおいて同じ。）の取得（同項に規定する取

得をいう。以下35の２－11までにおいて同じ。）をした者に限り適用があるのである

が、・・・・・。

（収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例等の適用を受けた土地等の所有期

間の判定）

35の２－11 取得期間内に措置法第33条（（収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特

例））、第33条の２（（交換処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例））又は第33条の３（（換

地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例））の規定の適用を受けて取得した土地等

において当該買取りが同法第34条第２項第４号に掲げる場合にも該当する場合に

は、・・・・・。

措置法第３５条（（居住用財産の譲渡所得の特別控除））関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

35－１ ・・・・・、第37条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にあ

る土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の３（（承継業務の事業

計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））、第37条の９の

４（（特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例））若しく

は・・・・・。

(注)１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

措置法第３５条の２（（特定の土地等の長期譲渡所得の特別控

除））関係

（「取得」の範囲）

35の２－１ 措置法第35条の２第１項の規定は、平成21年１月１日から平成22年12月31

日までの間（以下35の２－10までにおいて「取得期間」という。）に土地等（同項に規

定する土地等をいう。以下35の２－11までにおいて同じ。）の取得（同項に規定する取

得をいう。以下35の２－10までにおいて同じ。）をした者に限り適用があるのである

が、・・・・・。

（新 設）



―
 10 ―



―
 11 ―



―
 12 ―



―
 13 ―

( ) ( )



―
 14 ―



―
 15 ―



―
 16 ―



―
 17 ―

- 17 -

改     正     後 改     正     前

別表１

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係）

譲渡の区分
添付すべき

証 明 書 類
発 行 者 根拠条項 備 考

② ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・、

地方住宅供給公

社及び日本勤労

者住宅協会

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

⑶ ・・・・・

⑷ ・・・・・

⑸ ・・・・・

⑹ ・・・・・

別表１

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係）

譲渡の区分
添付すべき

証 明 書 類
発 行 者 根拠条項 備 考

② ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・、

地方住宅供給公

社、独立行政法

人空港周辺整備

機構及び日本勤

労者住宅協会

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

⑶ ・・・・・

⑷ ・・・・・

⑸ ・・・・・

⑹ ・・・・・
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別表３

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

④ ・・・・・、

自然公園法第

20 条 第 １ 項

（（特別地域））

の規定により

特別地域とし

て指定された

区域内の土地

又は自然環境

保全法第25条

第１項（（特別

地区））の規定

により特別地

区として指定

された区域内

の土地が、・・

・・・

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

・・・・・

※ ・・・・・。

別表３

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

④ ・・・・・、

自然公園法第

13 条 第 １ 項

（（特別地域））

の規定により

特別地域とし

て指定された

区域内の土地

又は自然環境

保全法第25条

第１項（（特別

地区））の規定

により特別地

区として指定

された区域内

の土地が、・・

・・・

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

・・・・・

※ ・・・・・。
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別表４

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

（廃止）

⑥ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

６号

措置法規則

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

別表４

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

⑥ 公共用飛行場

周辺における航

空機騒音による

障害の防止等に

関する法律第９

条の３第２項

（（空港周辺整備

計画））に規定す

る空港周辺整備

計画が定められ

た同項の第１種

区域内にある土

地等が、当該計

画に係る事業の

用に供するため

に地方公共団体

（地方公共団体

が財産を提供し

て設立した特定

の団体（※）を

含む。）に買い取

られる場合

当該空港周辺整

備計画が定められ

た第１種区域内に

ある土地等を当該

空港周辺整備計画

に係る事業の用に

供するために買い

取ったものである

旨を証する書類

買取りをす

る者

措置法34条

の２ ２項

６号

措置法規則

17条の２

１項８号

※ 「地方公共団

体が財産を提供

して設立した特

定の団体」とは、

地方公共団体が

財産を提供して

設立した団体

（当該地方公共

団体とともに

国、地方公共団

体及び独立行政

法人都市再生機

構以外の者が財

産を提供して設

立した団体を除

く。）で、都市計

画その他市街地

の整備計画に従

って宅地の造成

を行うことを主

たる目的とする

ものをいう。

⑦ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

７号

措置法規則

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。
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区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

Ｃ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・ 17条の２

１項８号

⑦ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

７号

措置法規則

17条の２

１項９号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑧ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

８号

措置法規則

17条の２

１項10号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑨ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

９号

措置法令22

条の８ 15

項

措置法規則

17条の２

１項11号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑩ ・・・・・ （イ） ・・・・・

（ロ） ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

10号

措置法規則

17条の２

１項12号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

Ｃ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・ 17条の２

１項９号

⑧ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

８号

措置法規則

17条の２

１項10号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑨ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

９号

措置法規則

17条の２

１項11号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑩ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

10号

措置法令22

条の８ 15

項

措置法規則

17条の２

１項12号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑪ ・・・・・ （イ） ・・・・・

（ロ） ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

11号

措置法規則

17条の２

１項13号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。
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⑪ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

11号

措置法規則

17条の２

１項13号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑫ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

Ｃ ・・・・・

(Ａ) ・・・・・

(Ｂ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

12号

措置法規則

17条の２

１項14号

※１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

⑵ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑬ ・・・・・

(イ) ・・・・・

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

Ｃ ・・・・・。

Ｄ ・・・・・。

Ｅ ・・・・・

(Ａ) ・・・・・。

(Ｂ) ・・・・・。

(Ｃ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

Ｃ ・・・・・。

Ｄ ・・・・・。

Ｅ ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

13号イ

措置法規則

17条の２

１項15号

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

・・・・・

⑵ ・・・・・

・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

13の２ ・・・・・

(イ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

13号ロ

※１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

イ ・・・・・。

11の２ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

11号の２

措置法規則

17条の２

１項14号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑫ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

Ｃ ・・・・・

(Ａ) ・・・・・

(Ｂ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

12号

措置法規則

17条の２

１項15号

※１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

⑵ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑬ ・・・・・

(イ) ・・・・・

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

Ｃ ・・・・・。

Ｄ ・・・・・。

Ｅ ・・・・・

(Ａ) ・・・・・。

(Ｂ) ・・・・・。

(Ｃ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

Ｃ ・・・・・。

Ｄ ・・・・・。

Ｅ ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

13号イ

措置法規則

17条の２

１項16号

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

・・・・・

⑵ ・・・・・

・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

13の２ ・・・・・

(イ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

13号ロ

※１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

イ ・・・・・。



―
 22 ―

- 22 -

改 正 後 改     正     前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

(ハ) ・・・・・。

Ａ ・・・・・

・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

Ｃ ・・・・・

・・・・・

(ニ) ・・・・・。

(ホ) ・・・・・

措置法規則

17条の２

１項16号

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

⑵ ・・・・・。

⑶ ・・・・・。

13の３ ・・・・・

(イ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・。

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

Ｃ ・・・・・。

(ハ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

13号ハ

措置法規則

17条の２

１項17号

※１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

イ ・・・・・

ロ ・・・・・

⑵ ・・・・・。

⑶ ・・・・・。

⑷ ・・・・・。

⑭ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

(ハ) ・・・・・。

Ａ ・・・・・

・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

Ｃ ・・・・・

・・・・・

(ニ) ・・・・・。

(ホ) ・・・・・7

措置法規則

17条の２

１項17号

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

⑵ ・・・・・。

⑶ ・・・・・。

13の３ ・・・・・

(イ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・。

Ａ ・・・・・。

Ｂ ・・・・・。

Ｃ ・・・・・。

(ハ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

13号ハ

措置法規則

17条の２

１項18号

※１ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

⑴ ・・・・・。

イ ・・・・・

ロ ・・・・・

⑵ ・・・・・。

⑶ ・・・・・。

⑷ ・・・・・。

⑭ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・



―
 23 ―

- 23 -

改 正 後 改     正     前

(ロ) ・・・・・ 14号

措置法規則

17条の２

１項18号

・・・・・。

⑵ ・・・・・

・・・・・。

⑮ ・・・・・

(イ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

15号

措置法規則

17条の２

１項19号

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

⑯ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

16号

措置法規則

17条の２

１項20号

⑰ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

17号

措置法規則

17条の２

１項21号

⑱ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

18号

措置法規則

17条の２

１項22号

⑲ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

19号

※ ・・・・・。

(ロ) ・・・・・ 14号

措置法規則

17条の２

１項19号

・・・・・。

⑵ ・・・・・

・・・・・。

⑮ ・・・・・

(イ) ・・・・・。

(ロ) ・・・・・。

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

15号

措置法規則

17条の２

１項20号

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

⑯ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

16号

措置法規則

17条の２

１項21号

⑰ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

17号

措置法規則

17条の２

１項22号

⑱ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

18号

措置法規則

17条の２

１項23号

⑲ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

19号

※ ・・・・・。



―
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- 24 -

改 正 後 改     正     前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

措置法規則

17条の２

１項23号

⑳ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

20号

措置法規則

17条の２

１項24号イ

20の２ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

20号

措置法規則

17条の２

１項24号ロ

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

○21 ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

Ｃ ・・・・・

Ｄ ・・・・・

Ｅ ・・・・・

(ハ) ・・・・・

(ニ) ・・・・・

(ホ) ・・・・・

(ヘ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

21号

措置法規則

17条の２

１項25号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

※４ ・・・・・。

※５ ・・・・・。

※６ ・・・・・。

※７ ・・・・・。

※８ ・・・・・。

○22 ・・・・・。 (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

22号

措置法規則

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

措置法規則

17条の２

１項24号

⑳ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

20号

措置法規則

17条の２

１項25号イ

20の２ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の２ ２項

20号

措置法規則

17条の２

１項25号ロ

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

○21 ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

Ｃ ・・・・・

Ｄ ・・・・・

Ｅ ・・・・・

(ハ) ・・・・・

(ニ) ・・・・・

(ホ) ・・・・・

(ヘ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

21号

措置法規則

17条の２

１項26号

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

※４ ・・・・・。

※５ ・・・・・。

※６ ・・・・・。

※７ ・・・・・。

※８ ・・・・・。

○22 ・・・・・。 (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

22号

措置法規則

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・



―
 25 ―

- 25 -

改 正 後 改     正     前

17条の２

１項26号

○23 ・・・・・ ・・・・・

(イ) ・・・・・

・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

23号

措置法規則

17条の２

１項27号

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・

○24 自然公園法第

72条（（指定））に

規定する都道府

県立自然公園の

区域内のうち同

法第73条第１項

（（保護及び利

用））に規定する

条例の定めると

ころにより特別

地域として指定

された地域で、

当該地域内にお

ける行為につき

同法第20条第１

項（（特別地域））

に規定する特別

地域内における

行為に関する同

法第２章第４節

（（保護及び利

用））の規定によ

る規制と同等の

(イ) ・・・・・

(ロ) 当該特別地域

として指定され

た地域又は特別

地区として指定

された地区内の

行為に関する規

制が自然公園法

第２章第４節又

は・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

24号

措置法規則

17条の２

１項28号

17条の２

１項27号

○23 ・・・・・ ・・・・・

(イ) ・・・・・

・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

23号

措置法規則

17条の２

１項28号

※ ・・・・・。

⑴ ・・・・・

⑵ ・・・・・

○24 自然公園法第

59条（（指定））に

規定する都道府

県立自然公園の

区域内のうち同

法第60条第１項

（（保護及び利

用））に規定する

条例の定めると

ころにより特別

地域として指定

された地域で、

当該地域内にお

ける行為につき

同法第13条第１

項（（特別地域））

に規定する特別

地域内における

行為に関する同

法第２章第３節

（（保護及び利

用））の規定によ

る規制と同等の

(イ) ・・・・・

(ロ) 当該特別地域

として指定され

た地域又は特別

地区として指定

された地区内の

行為に関する規

制が自然公園法

第２章第３節又

は・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条

の２ ２項

24号

措置法規則

17条の２

１項29号



―
 26 ―

- 26 -

改 正 後 改     正     前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

規制が行われて

いる地域として

環境大臣が認定

した地域内の土

地又は・・・・・

○25 ・・・・・、同

項に規定する農

地保有合理化法

人又は農地利用

集積円滑化団体

（※１）に買い取

られる場合

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) 当該土地等の

買取りをする者

が農地保有合理

化法人又は農地

利用集積円滑化

団体に該当する

旨を証する書類

（買取りをする

者が一般社団法

人又は一般財団

法人である場合

に限る。）

・・・・・

・・・・・

都道府県知

事又は市町

村長

措置法34条

の２ ２項

25号

措置法令22

条の８ 33

項

措置法規則

17条の２

１項29号

※１ 農地保有合

理化法人又は

農地利用集積

円滑化団体が

一般社団法人

又は一般財団

法人である場

合には、・・

・・・。

※２ ・・・・・。

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

規制が行われて

いる地域として

環境大臣が認定

した地域内の土

地又は・・・・・

○25 ・・・・・、同

項に規定する農

地保有合理化法

人（※１）に買

い取られる場合

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) 当該土地等の

買取りをする者

が農地保有合理

化法人に該当す

る旨を証する書

類（買取りをす

る者が一般社団

法人又は一般財

団法人である場

合に限る。）

・・・・・

・・・・・

都道府県知

事

措置法34条

の２ ２項

25号

措置法令22

条の８ 33

項

措置法規則

17条の２

１項30号

※１ 農地保有合

理化法人が一

般社団法人又

は一般財団法

人である場合

には、・・・

・・。

※２ ・・・・・。


